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2002年1月を「景気の谷」

とする景気拡大が始まって

からすでに 2年半以上が経

過していることもあり、失

業率は低下し、求人倍率は

改善するなど、雇用環境も

その波及効果が出ている。

その一方で、非労働力人口

は増加傾向が続いており、

労働力化率は統計開始以来

の最低ラインでの推移とな

っている。この背景につい

て分析を行った。 

図表1．労働力化率の推移
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低迷が続く労働力化率 

労働統計は若干定義が込み入っているの

で、最初にその説明を行いたい。 

まず、労働市場で対象とするのは、生産

可能年齢である15 歳以上人口（生産年齢人

口）･･･①である。この 15 歳以上人口は、

働く意志をもっているか否かによって、労

働力人口･･･②と非労働力人口に区分する

ことができる。ここで、②／①の比率を労

働力化率（注 1）と呼んでいる。図表 1では最

近 20 年間の労働力化率の推移を示してい

るが、1997 年以降は一時的に回復する期間

もあるものの、全般的には急速に低下して

いることが観察できる。 

なお、15 歳以上人口には、非労働力人口

以外にも、職に就いていない人として失業

者という区分があり、混同しやすい。両者

の違いを明確にすると、前者が（仮に働く

意思はあったとしても）求職活動をしてい

ない人であるのに対し、後者は求職活動を

行っている人であり、労働力人口にカウン

トされる。ただし、労働環境の変化によっ

ては両者の違いは微妙なものになる。 

＜参考＞15 歳以上人口（生産年齢人口） 

  労働力人口 

   就業者 

    従業者 

     雇用者 

     自営業者・家族従事者 

    休業者 

   失業者 

  非労働力人口 

･･･働く意志はあったとしても求職活動をして

いなければこれに含まれる 

景気悪化時に求職活動を行った場合、そ

の厳しさに失望して就職を諦め、非労働力

化してしまう現象もしばしばある。この場

合、失業率の上昇は抑制されてしまう。一
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り縮小している姿が見て取れる。また、2002

方、景気回復時には一旦は非労働力化した

人々が再度労働市場に参入することで失業

者にカウントされる人が増加し、結果的に

失業率が上昇する現象も見られることがあ

る。これらは失業率が景気遅行となってい

る一因である。ただし、90 年代後半以降に

ついては、少なくとも景気回復が労働力化

率の下げ止まらせたに過ぎず、上昇までは

もたらしてはいない。次節以降ではこの労

働力化率をもう少しブレークダウンしてみ

よう。 

（注 1）他に労働力率、労働参加率と呼ぶ場合もあ

る。 

 

性別・年齢階層別の推移 

まず、労働力化率を男女別に見ると、男

性は 74.1％（2003 年平均）であり、女性（同

じく 48.3％）よりも水

準は高い。また、どちら

も最近は低下傾向が見

られる。 

しかし、長めのスパン

で見ると、その動きには

違いが見られる。この

50 年間のトレンドとし

て男性の労働力化率は

低下しているのに対し、

1975 年までは大きく低

下し続けた女性は、その

後の約 20 年間は上昇傾向があった。また、

直近ピークからの低下幅も男性の 3.2％pt

に対して、女性は 2.4％pt と小幅に留まっ

ている。 

図表2．男女別労働力化率の推移
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（資料）総務省　　　（注）単位は％。

このような女性の労働力化率変動の特徴

は年齢階層別に見ると原因が判明する。 

図表 3 は男性の労働力化率の時間的推移

を示しているが、25～54 歳にかけてはほぼ

100％に近い水準で推移しており、時間の経

過とともに若年齢層と 55 歳以上の労働力

化率が低下していることがわかる。 

一方、女性の労働力化率を示す図表 4 に

よれば、若年齢層と 55 歳以上の労働力化率

が低下しているのは男性と同様である。し

かし、25～39 歳にかけての結婚・出産・育

児期の労働力化率の低下幅が、近年はかな

図表3．男性労働力化率の変化
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図表4．女性労働力化率の変化
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年以降では労働力化率が

低下する年齢層が 30 歳

以降にシフトしており、

これは晩婚化などの動き

とも整合的である。 

このように、女性の社

会進出が加速したことが

19

ともに上昇して

低迷の主因は高齢化 

後に、景気回復による雇用環境改善と

が低

迷

75年以降の女性の労働

力化率を上昇させた要因

といえるだろう。ただし、

労働力化率の水準そのもの

台半ばであり、時間経過と

いるわけではないことにも留意する必要が

ある。 

 

労働力化率

図表5．最近の年齢別労働力化率（男女計）
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は最高でも 70％

最

いう追い風にも関わらず、労働力化率

している原因を探ってみる。そのために、

労働力化率を以下のように分解する。 
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つまり、③式の第一項は 15～64 歳人口の

シェアとその年齢層の労働力化率の積であ

り

い。つまり、各年齢階層での労働意欲は 90

前向きではな

い

の社会進出が

進んだとしても、それ以上に退職する高齢

者

、第二項は 65 歳以上人口のシェアとその

年齢層の労働力化率である。図表 5 は最近

の年齢別労働力化率（男女計）の推移を示

しているが、これを見る限り、労働供給の

主力である 25～59 歳の各年齢層における

労働力化率が変化しているという事実はな

年代後半の景気低迷下でもさほど変化しな

かった。一方で、高齢化が進展し、15 歳以

上人口に占める 65 歳以上人口の比率は着

実に高まっている。こうした人口の高齢化

現象が 1995 年以降の労働力化率低下・低迷

の根本的な原因である。ちなみに 65 歳以上

の労働力化率は低下しつつあるとはいえ、

他の先進国・地域と比較すると水準は高く、

今後も低下が予想される。 

このことは、労働力化率の低下傾向に対

して、雇用環境の悪化が働く意欲を阻害し

ている、これはデフレ克服に

政府・日本銀行の責任である、と単純に

決めつけることはできないことを示唆する

（もちろん、そうしたルートがないことを

否定するものでもない）。 

 

今後も、日本では高齢化が進展すること

は確実であり、より一層女性

が増えることで労働力化率自体は傾向的

に低下していくことが見込まれる。これは

労働供給という面で日本経済にとっては供

給制約になり得る。もちろん、現状では労

働需要が労働供給を下回っているため、失
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業問題が依然として重要なテーマであり、

サプライサイドの問題を重視するよりも、

短期的な雇用対策の方が必要であるのも事

実である。しかし、こうした人口問題と密

接な関連のある年金問題を取り上げても、

対応が後手に回り、現役世代が大きな負担

を負わざるをえないことを反省すれば、や

や長い視野で見た雇用問題への取り組みも

また必要であると考えられる。 
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